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【要約】 

持続可能なカキ養殖産地マネジメントのありかたを明らかにするために、邑久町漁協を事

例対象として、マネジメントにかかわる漁場・出荷・労働の 3 つの要素について分析した。

邑久町漁協では、自然採苗を可能にする磯や餌生物に富んだ海域など、自然環境に恵まれ

た漁場環境が生産基盤となっている。加えて、一元集荷に代表される協同の精神や、生産

者・流通業者・行政・消費者など地域内外の多様なアクターとの互恵的関係が衛生管理体

制の構築や制度活用を通じてカキ養殖産地マネジメントの基盤を形成し、これらが相互に

作用し合うことで、持続可能性の実現に向けた好循環が生まれている。持続的養殖生産と

地域の活性化を支えるこうした取り組みは、経済活動が地域社会やネットワークに深く埋

め込まれていることを示す、実践的なモデルとなっている。 
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【abstract】 

This study investigates sustainable management practices in oyster aquaculture 

production areas by analyzing the case of the Okucho Fishery Cooperative, with a focus 

on three core components: fishing grounds, distribution systems, and labor. In Okucho, 

oyster production is underpinned by favorable natural conditions, including coastal 

environments conducive to natural spat collection and rich in feeding organisms. In 

addition to these environmental assets, the cooperative spirit—exemplified by a 

centralized collection system for oysters harvested by individual producers—and 

reciprocal relationships with a diverse array of stakeholders, including producers, 

distributors, governmental agencies, and consumers both within and beyond the region, 

play a critical role in the management of aquaculture activities. These collaborative 
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frameworks are operationalized through the development of hygiene control systems 

and the strategic utilization of institutional mechanisms. The dynamic interplay among 

these elements fosters a virtuous cycle that promotes long-term sustainability. The case 

of Okucho thus offers a practical model illustrating how economic activities in 

aquaculture can be deeply embedded within local communities and socio-economic 

networks, contributing simultaneously to sustainable production and regional 

revitalization. 

 

1．はじめに 

  

ゆたかな生態系サービスに恵まれた日本の沿岸域では、前浜の占有的利用権を賦与され

た漁民が沿岸資源を共的に管理しながら漁業を営み、水産物流通加工業も加わった水産業

を基幹産業として地域社会は維持されてきた。しかし、戦後の沿岸資源環境の著しい劣化

に加え、1980 年代以降の安価な輸入水産物との競合による収益性の低下、公共交通機関や

金融サービスなどの公的サービスの民営化に伴う生活基盤の弱体化などにより、多くの漁

村では人口減少が進み、沿岸地域社会の存続が危ぶまれている（浅川他(2011)）。 

 ところがこの厳しい状況下でも、積極的に持続可能性の追求に取り組む漁村共同体が散

見される。こうした取り組みは「地域マネジメント」、すなわち「地域で自律的に活動して

いるさまざまな主体が、地域資源を共的管理の下で活用しながら、共通の目標を達成して

いくためのしくみを協働で運営すること」（川辺(2019)）の実践と見ることができる。本稿

は、邑久町漁業協同組合（以下、邑久町漁協）の事例分析をとおして、そうした取り組み

のありかたを明らかにすることを目的とする。対象事例として邑久町漁協を選定した理由

は、近年カキ産地としての名声を高め、2019 年 12 月には、世界で初めて垂下式カキ養殖

漁業の MSC 認証を取得するなど、地域の持続可能性を意識した取り組みを精力的におこ

なっているからである。本稿では、邑久町漁協の取り組みの分析をとおして、地域マネジ

メントを効果的におこなうための「しくみ」の本質を抽出することを目指す。 

 

2．研究の枠組み 

 

2-1．持続可能な地域社会の要件 

1992 年に開催された国連環境開発会議以来、持続可能性は人類共通のテーゼとなった。

その実現には「環境上の分別」「社会的衡平」「経済的効率」の 3 つが基準事項とされ（ス

トロング(1994)）、持続可能なシステムは 3 つの円の重なり部分で表現されることが多い。

これに対して Keen et al. (2005)は、社会・経済領域が自然環境領域に埋め込まれている

「持続可能性のたまねぎモデル」を提示した（図 1）。このモデルは前述の沿岸地域社会の
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成り立ちによく対応する。また、このように社会領域

に経済領域が包含されている様子は、K.ポランニー

（Polanyi (1957)）が経済人類学の観点から提唱し、

のちにグラノヴェター（Granovetter (1990)）が再興

した「埋め込み」理論すなわち、「経済と社会は有機

的に相互に結びついており、経済現象の説明にはそ

の『社会構造』の理解が不可欠である」を中核とする

「新しい経済社会学」（渡辺(2015)）の概念を想起さ

せる。 

一方持続可能性の議論においては、「環境生態系」の保全や資源再生産が、「経済」では

地域内再投資などが持続可能性の要件として挙げられ（岡田(2005)）、「経済」を包含する

「社会」においては、信頼、規範、ネットワークといった社会関係資本（Putnam (1993)）

を適切なものにデザインし、維持・形成していくことの重要性が指摘されている（植田

(2015)）。ただし、地域も当然ながら独立して存在するわけではなく、国内外の法制度や市

場経済、さらに地域内外の組織や人びと（アクター）とかかわりあいながら、運営されて

いる。では、その運営とはいかなるもので、アクターたちはどのように関与しているのか。

社会関係資本は、ネットワーク構造の観点から、類似した人口学的特性を共有する人びと

（例：家族、友人）を結びつける強い絆である「結合型（bonding）」、異なる背景を持つ人

びとを結びつける弱い絆である「橋渡し型（bridging）」、そして、人びとと公的組織など

を結びつける垂直的な絆である「連結型（linking）」の 3 つに分類される（World Bank 

(2001)、p.128）。本稿では図 1 に示す世界観と、上記の社会関係資本の枠組みにもとづき、

アクターたちのかかわりを検討する。 

 

2-2．カキ養殖にかかわるマネジメントにおける課題(1) 

カキ（マガキ；Crassostrea gigas）養殖は日本各地で営まれているが、全国生産量約 27

万 5 千トン（2021 年；むき身換算）の 6 割強を広島県が、3 割を岡山、宮城、兵庫の 3 県

が担う。本節ではカキ養殖にかかわる産地でのマネジメントを検討する枠組みとして、生

産 3 要素に対応する「漁場」「労働」「資本」に「出荷」を加えた 4 要素を設定し、それぞ

れの課題を整理する。漁場は図 1 の環境生態系の領域に、資本・出荷は経済の領域に属し、

労働は社会と経済の領域にまたがる。 

(1) 漁場に関する課題 

広島県をはじめ各地で広くおこなわれている筏式垂下養殖は、「採苗」「抑制」「本垂下」

「育成」「収穫」の段階を経ておこなわれる。その漁場についての課題として、第一に適正

な漁業権行使の確保がある。養殖漁場については、「持続的養殖生産確保法」に則って、区

画漁業権を有する者（漁業協同組合など）が共同又は単独で「養殖漁場の改善に関する計

図 1 持続可能性のたまねぎモ

デル（Keen et al.(2005)） 
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画」を作成し、都道府県知事の認定を受

けることができる。多くのカキ養殖産地

では漁協が区画漁業権を持ち、密植を防

ぐための上記計画に基づいて、養殖筏の

上限台数や規格、垂下連数などを漁業権

行使規則で定め、当該地域の取り決めに

もとづいて各経営体（生産者）に漁場が

配分されている。この漁場使用ルールが

順守されることが、漁場環境を保全し、

高品質なカキ生産をめざすうえでの前提

となる。 

第二の課題として、種苗の確保が挙げ

られる。他産地の種苗の使用にともなう購入費用や病害リスクの発生、トレーサビリティ

といった経営と環境保全の観点から、地元の種ガキを種苗にするのが理想的である（「マガ

キ養殖システム」共同研究機関(2021)）。だが、幼生が集中する海域や期間や環境条件が限

られるなどの理由から「地場採苗」は必ずしも成功するとは限らない。そこで、広島県や

宮城県から種苗を購入する産地は多いが、二県においても採苗不調が起こることから、種

苗の確保は多くのカキ養殖産地の不安要素となっている。 

第三の課題に、漁場環境管理がある。カキ養殖で最も懸念される大量へい死の原因は、

「天災(台風,洪水など)」「養殖場環境の悪化」「競合する付着生物」「原因不明」と大別さ

れる（岡本(1986)）。「養殖場環境の悪化」の原因である高水温、低塩分、赤潮を含む水質

汚染や底質悪化、貧酸素や硫化水素の発生（木村(1999)）や、「競合する付着生物」が引き

起こす疾病の発生（伊藤・押野(2018)）、さらには食害（岡山県農林水産総合センター水産

研究所(2023)）が、ときに養殖経営を脅かすほどの甚大な被害を引き起こす。 

また、発生する大量のかき殻の処分も産地の環境課題である。 

(2) 資本・出荷に関する課題 

カキのフードシステムにおいて、安全衛生管理は主要な課題である。その基準をクリア

するために、陸上では洗浄、選別、冷蔵、廃棄物処理、水質管理などの設備と、HACCP に

対応したシステムの整備が求められる。その他には、海上での作業のためには作業船、養

殖筏、抑制棚といった設備が、また、カキ打ちの人件費が必要となる。 

(3) 労働に関する課題 

地域のカキ養殖を維持していくうえで、後継者の確保は、必須である。一方、剥きがき

として出荷する冬季に「カキ打ち」に従事する｢打ちこ｣の不足も出荷量を左右しかねない。

かつては地域内の女性、高齢者に頼っていたが、人口減少とともに域内での確保は困難と

なり、近年は、外国人技能実習生への依存が進んでいる（佐々木(2020)）。 

図 2 カキ養殖産地マネジメントの 

要素と課題 
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以上のかき養殖産地マネジメントの課題を図 1 に重ねたものを図 2 に示す。これらは一

般に指摘されるカキ養殖の課題である。本稿で明らかにしようとしている地域マネジメン

トや、持続可能なカキ養殖を追求するための社会的なしくみは、こうした課題への対応を

含むものと位置付けられる。 

 

3．研究の方法 

 

前述のように、本稿は、邑久町漁協（本所：岡山県瀬戸市虫明（むしあげ））を研究対象

事例とする。分析に用いたデータは、文献資料、関係者（邑久町漁協および食品加工企業

1 社）へのインタビュー調査、および現地調査にもとづく。インタビュー調査は、2023 年

8 月に漁協幹部 2 名および A 社の担当者 1 名に、2023 年 9 月には A 社の担当者 2 名に対

して実施し、さらに筆頭著者は 2023 年 10 月～11 月にかけて 3 週間、邑久町漁協に滞在

して参与観察を含む現地調査を行った。音声を記録した場合にはそのテキスト化したもの

を、音声記録ができなかった場合には逐次メモしたものをデータとして使用した。 

 

4．邑久町漁業協同組合のカキ養殖マネジメント(2)  

 

4-1．邑久町漁協の概要と沿革 

邑久町漁協は、正組合員 58 名（准組合員 108

名）のうち 57 名がカキ養殖に従事する、カキ

に特化した漁協である。瀬戸内海播磨灘北西部

の虫明（むしあげ）湾と周辺を漁場とし（図 3）、

毎年約 1,500 トンのカキ（むき身換算）を生

産、98.8％がむき身で出荷される。 

邑久町でカキ養殖が最初に試みられたのは

1951 年頃である。戦前は巾着網などで魚を獲

る漁業が主流であったが、戦後は漁業資源が減

少、不漁が続くなかで、あらたな道を探ろうと

する有志が広島県水産試験場の指導を受けながら内海で共同筏を試作したのが始まりであ

った。台風による筏の瓦解やカキのへい死を経て、種苗や生産方式に工夫を加えながらカ

キ養殖を続け、町では魚が獲れない冬の収入源としてカキ養殖を始める漁業者が増加した。

1964 年頃には現在と同じ本垂下式養殖が始まり、潮通しがよくプランクトン豊富な外海

への沖出しをして漁場を広げた（松本(1993)）。以後次第にカキ養殖が小型定置網などの魚

を獲る漁業より優勢となり、現在にいたる（岡山県邑久郡邑久町役場(1972,1986））。 

 

瀬 戸

図 3 邑久町カキ養殖エリア（虫明

地区）（邑久町漁協提供資料） 
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4-2．邑久町漁協のカキ養殖にかかわる 3 つのマネジメント 

邑久町漁協で生産されるカキはおもに、本垂下をした年の秋から出荷を始める一年カキ

と、翌年の秋から出荷を始める二年カキである。6 月～7 月頃カキの産卵に伴い筏周辺が

白濁すると、7月～8 月に筏からたらしたホタテの貝殻の採苗器で種ガキを採集し（採苗）、

翌年春までの半年から 1 年間、エサが少ない浅場に置いた抑制棚に採苗器を吊るし、潮の

干満や直射日光に当てることで種ガキを鍛える（抑制）。翌年の春から夏にかけて 5～9ｍ

ほどのロープに間隔をあけて付け替え、潮流の穏やかな内湾に筏を浮かべて本格的養殖を

開始する（本垂下、育成）。9 月～10 月に内湾に浮かべていた筏を潮通しがよくプランク

トンが豊富な海域に沖出しし、10 月下旬から翌年 4 月までに筏から外した養殖ロープを

船のクレーンで釣り上げてカキを船上に落下させ（収穫）、各漁家の作業場まで移動し、カ

キをベルトコンベヤーで陸上げして洗浄機で海藻類や付着物を洗い落とす。その後、手作

業でカキの殻を剥き、剥きガキとして出荷する（岡山かき流通対策協議会(2021)）。 

以下に、生産から出荷に至るまでの邑久町漁協のマネジメントを、(1)漁場、(2)出荷・資

本、(3)労働の 3 つについて見ていく。 

(1) 漁場にかかわるマネジメント 

邑久町漁協が漁場とする虫明湾とその沖合は広く、大小の島々が多様な漁場環境を形成

し、また餌であるプランクトンが豊富に存在する、カキ養殖に最適な海域である。 

岡山県ではカキ養殖を営む 6 つの漁協が協議して全体の養殖生産量や筏台数を定めた漁

場改善計画を策定し、県の認定を受け、各漁協は当計画に則して筏台数の配分を受ける。

邑久町漁協では、各生産者が使用する漁場を「カキ全員協議会」で決定する。とくに「抑

制」に有利で人気のある海域については、生産者全員でくじ引きをおこなう。漁協に許可

された筏台数は約 1,300 台だが、実際に使用している台数はそれより 100 台ほど少ない。

生産者は協議会の決定にしたがいつつ、海域の様々な場所に筏を配置してリスク分散をし、

相互に調整し、また協力しながら作業をおこない、管理する。 

邑久町漁協の大きな特色のひとつは、種苗を地場採苗で 100%自給できることである。

これは、採苗後に「抑制」をおこなうために必要な、自然の磯にゆたかに恵まれているこ

とに負うところが大きい。だが、あえて地種使用率を 95%に留め、残り 5%は他産地から

仕入れている。地種の採苗不良の事態に備えて、購入ルートを確保しておくためである。 

このように漁場と種苗に恵まれた邑久町漁協では、安定的に養殖が営まれている。だが

たとえば 2022 年に台風の来襲と原因不明の成育不良によって生産量が前年度比 300 トン

減となったような、不慮のリスクもまた存在する。そこで漁協は、生産者とともに、行政

機関や外部の組織の協力を得ながら、『カキの生産に最適な海の環境をつくる』(3)ための取

り組みをさまざまにおこなっている。 

第一に、漁場環境および生育中のカキの安全衛生管理がある。生食用カキの衛生基準は、

食品衛生法と岡山県指導要綱で定められている。微生物に関しては、県保健所が月 1 回、
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海域 5 定点でカキを「収去」する（検査の対象とする商品を抜き取る）行政検査をおこな

うが、漁協もまた月 1 回、海域 3 定点とむき身カキについて自主検査をおこなっている。

ノロウィルスに関しては、漁協が自主的に全漁場 8 定点で毎月 2 回と剥き開始後に 3 定点

で月 1 回の検査を実施している。麻痺性貝毒については県水産研究所が毎月 1 回、プラン

クトン調査をおこなっている（表 1）。 

第二の取り組みは、漁場環境の保全・改善である。表 2 にそのおもな活動を示す。この

なかで、「1. 絶滅危惧種への対応」「3. 底生生物調査」「5. 生産記録管理」「7. 漁場改善計

画会議」は、MSC 認証への取り組みをきっかけに始まった。MSC 認証では、「漁業資源の

持続性」「漁業が生態系に与える影響」「漁業の管理システム」の 3 つが漁業認証規格とし

て評価される(4)。邑久町漁協では、漁業操業そのものを従前の形態から変える必要はなか

ったものの、評価に際しては科学的な証明が必要なことから、こうした活動を開始した。 

漁協は、取引先の業者から誘いを受けて、MSC 認証取得に向けて準備を開始、2019 年

3 月に本審査を受け、同年 12 月に平均 18 カ月かかると言われるのに対し、7 カ月という

短期間で認証を取得した。このとき ASC「養殖」認証ではなく、MSC「漁業」認証に取り

組んだのは、「邑久町の MSC 牡蠣は地種のみを使った完全な自然養殖。いい作物を育てる

ために豊かな土地を育てるのと同じように、いい牡蠣を育てるためには海の環境を豊かに

することが不可欠です。そんな思いもあり、MSC 漁業認証に向き合うことに」（邑久町漁

協組合長談）した(5)。また、すでに宮城県のカキ養殖漁業が ASC 認証を取得していたこと

を踏まえ、邑久町漁協では世界初となるカキの垂下式養殖漁業における MSC 認証の取得

を目指した。 

このとき、組合長の呼びかけに応じた若手生産者による MSC 認証取得チームが漁協内

につくられ、生産者 57 軒のうち 30 軒が取得した。認証取得の取り組みは、若手生産者の

士気を挙げ、以後、かれらは海岸清掃などの環境保全活動を主体的におこない、また、MSC

年次監査などに積極的に参加している。若手生産者にとっては、『MSC 認証取得チームに

参加することで、居住する地区にかかわりなくカキ養殖生産に関して情報交換をする場が

表 1 邑久町漁協のカキ養殖漁場についての安全衛生管理 
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できた』という効果も生じた。 

生産者による筏ごとの「生産記録管理」では地種の使用から記録されており、漁協のト

レーサビリティ・システム（後述）に接続している。また、漁協としての先駆的な取り組

みとして、「かき殻の再生処理」がある。各生産者は加工場から発生する大量のカキ殻を町

内の一か所に運ぶ。そのカキ殻は、漁協が 1977 年に建設した自前の工場で、委託した業

者によって、土壌改良剤や鶏の飼料などに加工される。邑久町の、採苗からカキ殻処理ま

でを域内で完結している点は、MSC 認証審査でも高く評価されたという。 

これらの活動は、漁業が生態系に与える影響の緩和や生産環境の改善といった本来の目

的に沿う実質的な意義に加え、社会的な意義も生み出している。たとえば、アマモ場再生

活動には市内小学校や県内外の生活協同組合とその消費者が参加し、漁協やその組合員と

外部のアクターとの交流の場を形成している(6)。あるいは、かき殻を加工した土壌改良剤

は、岡山県 JA が開発したブランド米「里海米」(7)の生育に用いられ、農業セクターを介し

て広域な購買圏へとつながっている。 

(2) 出荷・資本にかかわるマネジメント 

邑久町漁協のカキは『漁協自体が市場をもって、カキを流通させている』点に特徴があ

る。10 月末、カキの出荷時期になると、生産者は筏から毎朝カキを水揚げして船に積み、

自家の作業場に集める。57 軒すべての生産者が朝 5 時から午後 3 時までにむき身作業を

行い、剝いたカキを洗浄し、タル（容器；約 80L サイズ、最大約 60kg 入る）に入れる。

漁協職員は各生産者の作業場をトラックで巡回してタルを集荷、重量を測定・記録した後、

生産者の名札を入れて漁協市場に出荷する。市場では、午後 3 時半頃から複数の仲買業者

の参加によるセリがおこなわれる。漁協職員は、公平な取引のためのセリの進行を担当、

表 2 邑久町漁協の漁場環境にかかわるおもな取り組み 
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また、全 57 軒の出荷量やタルごとに値決めされた単価を記録する。また漁協自身も仲買

業者としてセリに参加し、全体の 2～3 割量を買い付ける。 

邑久町漁協ではほぼ全ての生産者がこの一元集荷システムを利用する。その背景には、

『個人で流通させると手間がかかる。（事故の際の：著者注）回収に対してもやっぱり責任

が起きてくる。一番簡単で利益が採れるやり方としたら組合のセリに出すのが一番』とい

う生産者の判断がある。実際に、このシステムには、生産者、漁協、仲買業者の三者それ

ぞれに利点が認められる。まず生産者にとっては上記理由のほかに、生産規模に応じて出

荷できること、また、タル毎に価格がつくので、生産努力が評価され所得向上につながる

ことが挙げられる。漁協は、全生産者の出荷量と単価などを記録し情報を共有することで

トレーサビリティを構築、また、必要に応じて生産者と仲買業者間の需要と供給の調整を

おこなうことができる。仲買業者は、この市場でカキを安定的に買い付けることができる

と同時に、質の良いカキをつくる生産者を選択することが可能となる。このシステムは、

漁協が効率的に集荷をおこなう「協同」とともに、各生産者間の品質のよいカキの生産と、

流通業者による適正な価格形成を促す「競争」を同時に生み出しているともいえる。 

2018 年、食品衛生法の改正によってカキむき身作業場も許可制となり、「HACCP の考

え方を導入した衛生管理」が義務化された。これを受けて漁協は、保健所と共同で基準や

記録管理の項目を策定し、2020 年から全経営体の作業場を巡回しながら問題を指摘し改

善を求め、作業場の営業許可の取得に取り組んだ。現在は、カキの安全衛生管理における

重要課題である温度管理の強化のために、漁協の冷蔵施設内でセリができるように国・県

の制度資金を導入し、あらたな荷捌き所の建設を進めている。 

(3) 労働にかかわるマネジメント 

「労働」にかかわる邑久町漁協の最大の懸念は、生産者の後継問題である。現在、邑久町

漁協のカキ生産者 57 軒の平均年齢は 60 代半ば、後継者がいるのはその約 5 割であること

から今後は経営体数の大幅な減少が予想される。そこで漁協は外部から担い手を招こうと、

岡山県漁業協同組合連合会・瀬戸内市・岡山県も参加する「邑久町漁協担い手対策チーム

定例会」を設立、「漁業就業支援フェア」(8)に出展したり、定期的に邑久町漁協でステーク

ホルダーとの意見交換をおこなったりしている。また、邑久町カキ商品の知名度向上が担

い手の確保に直結すると考え、MSC 認証ラベル商品の全国販売、地産地消イベントや瀬戸

内市ふるさと納税の返礼品への参加など、さまざまなチャネルを通して知名度の向上に努

めている。一方カキ打ちの労働力不足に関しては、剥きガキの出荷を減らし、高値がつく

殻付きの出荷増への転換を模索している。ただし、これらの努力は始まったばかりであり、

その成果が分かるのは、数年後であろう。 

以上の漁協による取り組みと、それぞれに関わるおもなアクターとの関係を、図 4 にま

とめた。一般にカキ養殖には、漁場、資本・出荷、労働においてさまざまな課題が想定さ

れる（第 1 段目：カキ養殖の一般的課題）。邑久町漁協はこれらの課題に、まんべんなく取
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り組んでおり（第 2 段目：邑久町漁協の取り組み）、とくに、漁場利用ルールの施行、種苗

の自家採苗からカキ殻回収まで、自己完結した養殖生産システム、その過程における生物

調査や環境保全などの環境管理、トレーサビリティの構築などは、MSC 漁業認証取得にお

いても高く評価された。さらに、MSC 認証取得は、若手組合員の組織化と相互交流を促

し、漁協内の活性化を促している。これらの取り組みには、国や県などの公的セクター、

仲買業者やカキ殻処理業者、生活協同組合などの市場セクター、地元住民や NPO 法人、

自治体などの地域セクターが、それぞれの職能や使命、関心に応じて関与している（第 3

段目：かかわるおもなアクター）。これらのアクターは、職能の遂行にとどまらず、利益創

出や自己効用の向上といったさまざまな意義や効用を享受しており、漁協との間に互恵的

な関係を築いている（第 4 段目：アクターの意義や効用）。こうした地域内外のアクターと

のパートナーシップ―その結びつき方や強さはさまざまだが―に基づく関係性を通じて、

邑久町漁協は持続可能なカキ養殖生産に向けた取り組みを推進している。 

 

図 4 邑久町漁協の課題に対する取り組みと、さまざまなアクターのかかわり 

「1.カキ養殖の課題」「2.取り組み」「3.アクター」「4.使命・意義・効用の要素やアクター」

内の項目をつなぐ線が、それぞれのつながりを示す。 
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5．考察とまとめ 

 

これまでの分析で示されたように、邑久町漁協は地域内外のアクターと協働し、カキ養

殖にかかわるマネジメントを積極的に推進している。この過程における外部アクターとの

関わりが、当初の課題が属していた「環境生態系」「社会」「経済」といった領域の境界を

超え、他の領域にも波及している。その代表的な例が MSC 認証の取得である。当初は取

引先からの要望に応じて認証取得が始まったが（経済的要因）、組合長の呼びかけに応えた

若手漁業者による認証取得チームが結成され（社会的側面）、彼らの士気を高め、積極的な

環境保全・改善活動を促進した（環境的側面）。このことは、日本で初めて ASC 養殖認証

を取得した宮城県のカキ養殖生産者らが、認証を取得した際に「持続可能性」概念に対す

る意識を高め、自らの養殖業に誇りを持つようになった（川辺(2019)）ことを想起させる。 

邑久町漁協におけるカキ養殖生産を支える自然環境的基盤は、恵まれた漁場環境にある。

無給餌で営まれるカキ養殖は自然環境への依存度が高いが、邑久町の漁場は多様性と餌生

物に富んだ優れた海域であり、また、地場採苗を可能にする「抑制」のための自然の磯に

も恵まれている。さらに、生産者数が減少しているため、漁場の利用を巡る競合や対立が

起こりにくい。ただしこの点は、後継者不足にかかわる二律背反的課題であり、少ない人

数で生産量を維持していくためには、今後の漁場の利用方法についても、何らかの解決策

を模索する必要があるだろう。 

そのうえで、邑久町漁協のマネジメントが順調に運営されている社会的要因として、第

一に、漁協による一元集荷に象徴される地域内の協同精神の浸透がある。当地には、『昔は

貧しい漁村だったんですけれども、何か冬場に収入になることはないかなという形でカキ

養殖を始めた』『魚が獲れない状況で何を選ぶかという中でカキが選ばれ』、次第に冬の収

入源として定着した経緯がある。苦楽を共にしてきた共同体の社会的なつながりが、漁場

管理の協力や MSC 認証の取得に結びつき、現在では若手漁業者による新たな連携と取り

組みを育んでいる。 

第二に、外部アクターとの関わりにおける互恵性が挙げられる。さまざまな取り組みが

重層的に関係し合う中でアクターたちがその使命を果たすこの関わりは、漁協のマネジメ

ントを支える力となっている。この点はとくにカキ生産・出荷における安全衛生管理にお

いて顕著に表れている。漁場、労働、出荷という 3 つの側面に共通するマネジメントの基

盤は、高品質なカキを生産し、安全に出荷し、消費者に届けることにある。そのためには、

適切な生産環境を整え、記録を管理する必要があるが、こうした取り組みが、漁協を中核

とした生産者、仲買人、加工・流通業者、小売業者、そして消費者を結びつけている。 

そして第三の要因として、先に挙げた外部アクターとの互恵的関係が地域内のアクター

の意識や士気を高め、第一の要因である協同精神をさらに高揚させ、その結果が持続可能

性を志向する外部の組織や人びととのつながりをつくり、また、さまざまな制度の活用を
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可能にしており、そこで得た便益が地域に還元されるというように、地域内外の関係者間

の正の循環が形成されていることを挙げたい。この好循環を生みだす原動力として、漁協

の取り組みを考案し、その実現に向けて外部のパートナーを獲得し、制度を活用する、地

域リーダーや漁協組織のリーダーシップがあることを忘れてはならないだろう。 

また、邑久町漁協の取り組みはすぐれた社会関係資本として機能している。まず邑久町

漁協の、生産者間で築かれた信頼関係と協同の精神は、一元集荷や生産者間の相互調整と

協力を促す、「結合型」社会関係資本の典型例である。そして、漁協が地域外の多様なアク

ター（例えば行政、消費者、取引業者、市民団体）と連携し、それぞれが使命を果たし希

求する意義を実現することで、「橋渡し型」社会関係資本を築いている。たとえば、MSC

認証取得に際しての取引先業者との協働や、アマモ場再生活動への外部参加者（小学校や

生活協同組合など）との関係は、漁協が外部リソースや知識を取り入れながら、内部の活

動を強化するしくみを示している。このネットワークは、地域内だけでは解決が難しい課

題に対処する力を生み出す。そして、「連結型」社会関係資本は、漁協が行政機関や制度的

枠組みとつながりを持つことで形成されている。例えば、食品衛生法や HACCP 基準に基

づく衛生管理システムの整備では、漁協が行政や保健所と連携して基準を策定・管理して

いる。また、漁協が自主的に行っているノロウィルス検査や、県の補助金を活用した冷蔵

施設の建設といった取り組みは、こうした社会関係資本の成果といえる。 

まとめると、邑久町漁協の生産基盤は恵まれた漁場環境にあるのだが、社会的には、地

域の協同精神、地域内外の多様なアクターとの連携、そしてこれらの相互作用による持続

可能性の実現に向けた士気の好循環が、漁協全体の活性化に寄与していると考えられる。

このような取り組みは、単なる経済的利益の追求に留まらず、内外の社会の持続可能性を

志向するさまざまなアクターとの結びつき－その強さはさまざまだが－によって、「経済

は社会に埋め込まれている」という社会経済学の埋め込み理論を具体的に体現していると

言える。 

今後の研究課題として、上記につらなる販売におけるアクター間の連携を明らかにする

ことを、また、後継者不足という全国の沿岸漁業・養殖業に共通する課題に対する処方箋

として持続可能な沿岸漁場利用と経営の方策を模索したい。 

 

注 

(1) 本節で引用が示されていない記述は、広島県農林水産局水産課(2023)『令和 5 年度広島か

き生産出荷指針』にもとづく。 

(2) 本節の記述で注釈がない箇所は、邑久町漁協幹部へのインタビュー（2023 年 8 月 31 日）

と、漁協での現地滞在調査にもとづく。インタビューでの発言は『』で示す。 

(3) 以下、インタビュー談話からの引用は『』で示す。 

(4) MSC 漁業認証規格 https://www.msc.org/jp/standards-and-certification/MSC-standard-
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jp/MSC-fisheries-standard-jp (2024 年 12 月 20 日参照) 

(5) UMITTO Partners HP : 2023/08/29 - MSC 漁業認証 【岡山邑久かき MSC 認証取得の

STORY】世界初、牡蠣の垂下式漁「MSC 漁業認証」の舞台裏。異例の早さで認証取得を

実 現 し た 邑 久 町 漁 協 の 「 海 を 守 り 、 地 域 を 発 展 さ せ る 漁 業 」 と は 。

https://umitopartners.com/stories/msc-okayama/(2024 年 12 月 20 日参照) 

(6) 岡山県 HP「アマモ場造成活動に係る協定を締結」2013 年 5 月、岡山県、邑久町漁業協同

組合、生活協同組合おかやまコープ、特定非営利活動法人里海づくり研究会議の４者によ

って、邑久町で新たにアマモ場の造成活動を始めるにあたり、各団体がそれぞれの役割に

応じて連携して取り組んでいくための、アマモ場造成活動に係る協定が締結された。

https://www.pref.okayama.jp/page/361117.html(2024 年 12 月 20 日参照) 

(7) 瀬戸内かきがらアグリ https://satoumi.jp/jigyou.html (2024 年 9 月 10 日参照) 

(8) 一般社団法人 全国漁業就業者確保育成センター https://ryoushi.jp/fair/（2024 年 9 月 12

日参照） 
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